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１. 17年  3月期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (注)本決算短信の金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　 　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 17年  3月期 350,757 8.9 12,997 41.2 11,769 52.3

 16年  3月期 321,980 0.6 9,208 15.0 7,726 32.0

       当期純利益 １株当たり 潜在株式調整後 株主資本当 総 資 本 売 上 高

当期純利益 1株当たり当期純利益 期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

 17年  3月期 4,167 13.6 14.71 - 11.7 4.3 3.4

 16年  3月期 3,668 64.2 12.97 - 11.0 2.8 2.4

(注)①持分法投資損益                  17年 3月期      140 百万円                  16年  3月期             153 百万円

     ②期中平均株式数（連結）         17年 3月期     281,364,295 株              16年  3月期        281,594,003 株

     ③会計処理の方法の変更 有（減損会計の早期適用)

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産      　株  主  資　本        株主資本比率    １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

 17年  3月期 274,771 37,512 13.7 133.40

 16年  3月期 272,842 33,129 12.1 117.67

(注)期末発行済株式数（連結）          17年 3月期    281,195,180 株                 16年 3月期      281,536,998 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　 投資活動による 　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　 キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

 17年  3月期 13,482 △ 3,029 △ 11,303 22,153

 16年  3月期 14,453 △ 4,258 △ 12,803 23,210

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数    37 社   持分法適用非連結子会社数　  - 社   持分法適用関連会社数　    5 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結  （新規）    ３ 社    （除外）    ３ 社      持分法  （新規）    0 社  （除外）　   0 社

２. 18年  3月期の連結業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中  間  期 162,000 5,500 2,600

通　　期 352,000 11,800 6,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      　　21円　34銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
　 経済情勢など様々な不確定要因により、これらの予想数値と異なる場合があります。
   なお、上記予想に関する事項は、添付資料の（連８）ページをご参照ください。



１．企業集団の状況

   当社グループは、当社、子会社６４社、関連会社２２社で構成され、当社が営む物流・機工の二事業に加えて、
情報システム･人材派遣等のサービス事業を国内外において幅広く展開しております。
   グループ各社の事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

（１）物流事業  ： (a) 港湾における船舶の貨物取卸し、積込み、本船内の荷繰り業務ならびにコンテナターミナ
     ルオペレーション、梱包、コンテナドレイを実施しております。
(b) 船舶・艀による海上運送ならびに船舶貸渡業を実施しております。 
(c) 寄託を受けた貨物を上屋･倉庫に保管するとともに､保管貨物の入出庫および積替等の倉
    庫荷役を実施しております。
(d) 長距離トラック輸送、引越・美術品輸送、環境を維持する廃棄物輸送等の特殊輸送なら
　　びに一般貨物の自動車運送を実施しております。   
(e) 輸出入貨物の通関業務および船主･傭船者の代理業務ならびに国際複合輸送を実施し
     ております。
(f) お客様の工場構内において､原材料･資材および製品の輸送をはじめ､倉庫保管･管理作
    業等を実施しております。  

<主な関係会社>
（株）山九海陸、  山協港運（株）、（株）スリーエス・サンキュウ
Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.、P.T.Sankyu Indonesia International、上海経貿山九儲運有限公司

（２）機工事業  ： (a) 製鉄機械、石油化学および電力関連装置をはじめ、一般産業機械、環境整備設備等の
    建設、機器据付、配管工事を実施しております。
(b) 上記設備装置の建設、据付に引き続き、これら装置類のメンテナンスを実施しております。 
(c) 電力･エネルギー関連における各種プラント機器等の大型重量物輸送を実施しております｡
(d) 工作工場を有し、一般産業機械、橋梁等の設計、製作、組立を実施しております｡
(e) 工場構内の設備にかかわる土木・建築工事を実施しております。

<主な関係会社>
山九プラント工業（株）、サンキュウエンジニアリング（株）、Sankyu S/A

（３）その他事業：(a) 情報システム、人材派遣、保険代理店、福利厚生等のアウトソーシング等の関連
     サービスを実施しております。
(b) プラント建設ならびに橋梁に関わる土木・建築工事を実施しております｡
(c) 機材の賃貸ならびに附帯作業としてのメンテナンス、管理等を実施しております｡

<主な関係会社>
（株）インフォセンス、サンキュウビジネスサービス（株）
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事業の系統図は、次のとおりであります。

得                  意                  先

港湾荷役業 構内作業 土木・建築業
輸出入代行業 ﾌﾟﾗﾝﾄ建設業 不動産業
倉庫業 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業
自動車運送 機器据付

山  九  株  式  会  社
物   流   事   業 機   工   事   業 そ　の　他　事　業

港湾作業 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ作業 建築 ・ 土木工事
輸送作業 工事施工 情報ｼｽﾃﾑ･人材ｻｰﾋﾞｽ他

国   内   グ   ル   ー   プ   会   社
【物流事業】　　｢２７社｣ 【機工事業】　　｢７社｣

（連結子会社） （連結子会社）
  (株)ｻﾝｷｭｳｼｯﾋﾟﾝｸﾞ   山九ﾌﾟﾗﾝﾄ工業(株)
  (株)山九海陸   ｻﾝｷｭｳｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)
  山協港運(株)   山九重機工(株)
  (株)ｽﾘｰｴｽ･ｻﾝｷｭｳ
  (株)ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･東京
  (株)ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･関西 （非連結子会社）
  (株)ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･中国   (株)山九設計ｻｰﾋﾞｽ　 他 3社
  (株)ｻﾝｷｭｳ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ･九州  他 3社  

（非連結子会社）
  中部海運(株)
　千代田ｼｯﾋﾟﾝｸﾞ(株) 他 ５社

（関連会社）
  日明コンテナ埠頭(株) 他 ８社

     

【その他事業】    「１６社」
（連結子会社） （持分法適用関連会社）
  (株)ｲﾝﾌｫｾﾝｽ (情報ｼｽﾃﾑ業)   (株)ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ佐伯 (有線ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送業)

  ｻﾝｷｭｳﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ(株) (人材ｻｰﾋﾞｽ業)

  中国ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ(株)        〃 （非連結子会社）
  大分ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ(株)        〃   (株)山九ﾛｰﾄﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ (道路維持管理業)

　山九近畿サービス（株）        〃   山九保険ｻｰﾋﾞｽ(株) (保険代理店)

　山九東日本サービス（株）        〃   (株)ｻﾝｷｭｳﾘｻｰﾁｱﾝﾄﾞｸﾘｴｲﾄ (調査、教育関連)
　山九中部サービス（株）        〃

　山九クリアリングカンパニー（株） 他 1社 （関連会社）
  防府ﾎﾟｰﾄﾋﾞﾙ(株) (施設管理業)

  (株)沖永開発　　 (建設業)他 1社

      監督者派遣       監督者派遣
相互国際輸送 工事施工
        港湾作業

海   外   グ   ル   ー   プ   会   社
【物流事業】　　｢２３社｣ 【機工事業】　　｢１３社｣

（連結子会社） （連結子会社）
  P.T.Sankyu Indonesia International   Sankyu(Malaysia)Sdn.Bhd.
  Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.   Sankyu-Thai Co.,Ltd.
  SankyuLaemChabang(Thailand)Co.,Ltd.   Sankyu  S/A 他 3社

  Sankyu Eastern International(H.K.)Co.,Ltd.
  広州山九物流有限公司
  Sankyu U.S.A.,Inc. （非連結子会社）
  Sankyu Holding(Thailand)Co.,Ltd.   Sankyu Philippines,Inc. 他 3社

  Thai Barge Container Services Co.,Ltd.

（持分法適用関連会社）
　深セン深九国際物流有限公司 （関連会社）
  上海経貿山九儲運有限公司   広州広重山九機械工程有限公司
  大九国際流通有限公司 他 2社

  天津天山国際貨運有限公司

（非連結子会社）
  Sankyu Logistics Philippines,Inc.
  南京山九長発物流有限公司
  青島山九亜太物流有限公司    
  北京山九北海物流有限公司
  Sankyu(Europe)B.V. 

他 4社

（関連会社）
  Modern Shipping Ltd.
  太栄山九国際物流(株)

｢       ／       ｣矢印は、国内関係会社の役務の流れを示している。
｢                 ｣矢印は、海外関係会社の役務の流れを示している。
（注）当社グループの事業の位置付けについて、当社と当社グループとの関係を中心に記載しておりますが、各グループ間の
       相互取引ならびに当社を経由せず直接得意先に対する取引も実施しております。

（提出会社）
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２．経営方針

（１）経営の基本方針

　　当社は、「鍛え抜かれた人間集団として、常に新しい価値を創造し、お客様の生産・販売活動への貢献を

　通じて、快適な生活環境づくりと、社会に感動を与える会社を目指す」という企業理念のもと、技術・シス

　テムに裏打ちされた質の高いサービスを提供することにより、社会の発展に貢献することを当社の使命とし

　ております。

　　この使命を果たすことにより、お客様・株主・従業員・社会（地域）から、常に信頼を獲得することので

　きる企業であり続ける事を目指してまいります。

（２）利益配分に関する基本方針

　　当社は、株主に対する安定的な利益還元を経営の最重要課題のひとつとして認識しており、将来の事業展

　開に備えて財務体質の強化を図りながら、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを利益配分の基本方針

　としております。

（３）目標とする経営指標

　　当社は、目標とする経営指標として、総資本経常利益率（ＲＯＡ）を重視しており、ＲＯＡ３％以上を目

　標としております。

　　また、同時に時価会計導入等による自己資本の低下を、同制度導入前の数値に回復させるべく、その源泉

　である「収益力向上」を目指し、下記中長期戦略の達成に向けて更に努力していく所存であります。

（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題

　　数年来の企業をとりまく経営環境は、更なるグローバル化および情報技術の進展とともに、国際会計基準

　に沿った会計基準の導入、連結重視の企業評価など、非常な速さをもって大きな構造変化が進みつつありま

　す。

　　当社連結グループといたしましてもこの時代の変革に対応すべく、競争力の強化と、企業価値の一段の向

　上に向け、以下の３点を重要経営戦略として、「収益力向上」のための諸施策を強力に推進しております。

　

　ａ．コスト構造改革戦略

　　　　競争力のあるコスト構造を創り出すことにより、お客様からのコスト削減要請への対応と売上拡大を

　　　図ることで、収益を生み出せる体質の更なる強化を推進してまいります。

　　　　具体的には、グループ全体の更なる外注費の削減と集中購買による資材費の削減を行うとともに、雇

　　　用の多様化（作業専門会社の設立、パート・アルバイト化の推進等）による要員構造の改革を進めるこ

　　　とで労務費削減を行ってまいりました。今後は更に、要員流動化等による生産性の向上を行ってまいり

　　　ます。
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　ｂ．売上拡大戦略

　　　　拡大を目指す事業分野として、物流事業、メンテナンス事業を傾注事業として取り組んでまいります。

　　　　物流事業においては、企業物流をターゲットとして東南アジア・東アジア地域に拠点・ネットワーク

　　　を持つ当社の強みと物流情報システム（ＳＡＮＫＹＵ－ＬＩＮＣＳ、ＥＤＩ－ＳＡＮＣＳ）を駆使し、

　　　お客様のニーズに合った３ＰＬ（一括物流）を提供することで事業拡大を行ってまいります。

　　　　メンテナンス事業は、お客様の生産設備保全業務のアウトソーシングニーズを着実に捉えた、計画か

　　　ら施工までのソリューション型ビジネスを目指しており、トータルコストダウンと設備の安定稼動を提

　　　供する３ＰＭ（一括メンテナンス）体制を構築することにより事業拡大を行ってまいります。

　　　　また、工場構内における操業ならびに物流作業についても、お客様のアウトソーシングニーズが高ま

　　　る中で、一段と提案型業務に注力することにより、お客様に貢献できる体制を構築し、事業領域の維持

　　　拡大と収益の向上を図ってまいります。

　ｃ．経営構造改革戦略

　　　　以上の「収益力向上」に向けた重点施策をより効率的に推進するために、事業部門・間接部門および

　　　グループ会社の機能の見直しによるグループ事業運営体制の再編を進め、体質強化を図ってまいります。

　　　　あわせて、保有資産の見直しと有利子負債の圧縮を推進し、財務体質の強化とともに安定収益を確保

　　　できる企業体質を構築してまいります。

   　中長期経営戦略に対する具体的な取組内容、進捗につきましては

　　（ａ）コスト構造改革戦略においては、全国の６地区において作業専門会社を立ち上げ、業務移管・

　　　　地域特性に見合った労働コストの構築を進めております。

　　　　　また、生産性を織り込んだ契約形態への変更やきめ細かい単価査定による外注コストの削減、およ

　　　　びインターネット購買システム（入札制）活用度向上による資材費の削減も進んでおります。

　　　　　さらに、競争力強化のために原価率の低減と間接経費の削減に注力しております。

　　（ｂ）売上拡大戦略においては、成長著しい中国での事業展開を加速しているとともに、物流分野では、

　　　　物流情報システムや海外ネットワークを武器に化成品に関して３ＰＬの受注が引き続き拡大しており

　　　　ます。　また、メンテナンス分野においては、石油・石化業界のお客様のアウトソーシングニーズを

　　　　先取りしたプレゼンテーションを実施し、３ＰＭの受注拡大を図っております。

　　（ｃ）経営構造改革戦略においては、売上拡大戦略を推進するための機構改革（推進組織の設置）や、建

　　　　設事業分野における選択と集中（プラント建設・橋梁および工場構内土建工事への特化）の推進、グ

　　　　ループ会社の統廃合のスピードアップによるグループ経営の効率化を図るとともに、一昨年７月には、

　　　　更なる効率経営と、より現場に密着しお客様のニーズに迅速・的確に対応できる事業運営・管理体制

　　　　（事業／エリアのマトリックス運営体制）への組織改革を実施致しました。

　　　　　また、財務体質強化面においては、コミットメントラインの活用・債権流動化等による資金調達方

　　　　法の多様化と効率化を推進し、保有資産の売却と合わせて有利子負債の圧縮を進めております。
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（５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方および施策の実施状況

  ａ．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

  　　　当社は上場企業として、株主をはじめとする各ステークホルダーの方々に対する経営の透明性を確保

　　　し、ならびに経営の効率性を向上させる事で継続的な成長・発展を目指すことを、コーポレートガバナ

　　　ンスの基本と考えております。

  ｂ．コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況

　　（ａ）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレートガバナンス

　　　　体制の状況

　　　　　当社の経営上の意思決定・監督機関としては取締役会があり、その配下に経営執行に関する重要事

　　　　項の審議・決定を行なう経営会議を設置しております。取締役会と経営会議を分離することで企業の

　　　　意思決定と業務執行の迅速化を推進しております。なお、経営会議に付議された事項のうち、必要な

　　　　事項については取締役会にて決定致します。

　　　　　また、監査機能として監査役（会）があります。監査役は社内監査役２名・社外監査役２名の４名

　　　　で構成されており、取締役会および執行機能の監査業務を行っております。

　　（ｂ）コーポレートガバナンス充実に向けた取組みの実施状況等

　　　　　コーポレートガバナンスの充実が重要な経営課題であるとの認識下、グループの内部統制のため、

 　　　 関連会社まで含めた監査の一層の強化を図るべく監査部を設置するとともに、企業を巡る様々なリス

　　　　クへの対応のため、管理規程等の整備により、危機管理体制の強化を図っております。

　　　　　また、より高品質な企業活動を行う上で、社会的な責任を遂行し、法的責任のみならず倫理的責任

　　　　をも包含した企業経営を目指すにあたって、一昨年１０月にコンプライアンス推進委員会を発足させ、

　　　　コンプライアンスの強化を進めております。なお、環境に関するコンプライアンスを強化徹底するた

　　　　め、従来の安全衛生部に環境管理業務を組み入れ安全環境部とし、｢安全｣｢衛生｣に加え「環境管理」

　　　　の三位一体で実践力を高めてまいります。

　　　　　会計監査につきましては、監査法人トーマツを会計監査人に選任しており、会計監査人は年間監査

　　　　計画に基づき同監査法人に所属する福岡典昭、柴田良智の２名が監査業務を執行しております。

　　　　また、会計監査業務に係る補助者は、同監査法人に所属する公認会計士５名および会計士補５名であ

　　　　ります。

　　  　　なお、今後とも株主・投資家の皆様に信頼される透明感ある経営を実現するため、経営戦略や事業

　　　　内容などについての情報開示を一段と徹底し、その内容の充実に努めてまいります。
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３．経営成績および財政状態

（1）当期の概況

　　①当期の連結業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国・アジア地域の景気回復を背景とする企業収益の

回復や設備投資の増加に加え、個人消費の持ち直しなどにより、堅調に推移いたしました。

　このような経済情勢下、当社連結グループの主要なお客様であります鉄鋼・石油化学業界では、

好調な中国経済などを背景に増産基調で推移いたしました。しかしながら、原材料価格の高騰など

懸念材料を抱え、体質強化を目指した合理化努力は依然として継続されております。また、物流

業界においても、アジアを中心とした輸出入貨物量は増加しておりますが、燃料費高騰などコスト

増加要因を抱える中、依然としてコスト削減に向けた合理化施策を推し進めるなど、厳しい状況が

続いております。

　かかる事業環境下、当社連結グループといたしましては、３ＰＬ（一括物流）、３ＰＭ（一括

メンテナンス）など、引き続き各事業分野の専門性を生かした事業展開を進めるとともに、高成長

の続く中国への設備投資、中国への進出企業に対する積極的な営業展開など、事業拡大に向けた

施策を推進しております。また、お客様のアウトソーシングニーズに対応すべく現場力の強化を

推進するなど、一層の競争力強化と作業品質の向上に取組んでまいりました。

　以上の結果、当連結会計年度は、物流事業におきましては輸出入貨物取扱量の増加により港湾・

国際物流作業が好調に推移したこと、機工事業におきましては石油・化学関連各社の大型定期修理

工事（ＳＤＭ）量が増加したことなどによりまして、売上高３,５０７億５７百万円と前期比８.９

％の増収、営業利益は１２９億９７百万円と４１．２％の増益、経常利益は１１７億６９百万円と

５２．３％の増益となりました。当期純利益は固定資産減損会計の早期適用により特別損失として

２６億９２百万円を計上いたしましたが、４１億６７百万円と１３．６％の増益となりました。

　 セグメント別の状況は次のとおりであります。

（ａ）物流事業

　中国を中心とした輸出入取引の好調さを背景に、港湾および国際物流作業の増加に加え、鉄鋼、

石油精製・石油化学関連のお客様工場構内における物流作業がいずれも増加し、売上高２，０１２

億８１百万円と前期比９．７％の増収となりました。なお、当連結会計年度の売上高に占める割合

は５７．４％であります。

（ｂ）機工事業

　高炉改修の大型工事は減少しましたが、石油精製・石油化学関連各社における大型定期修理工事

（ＳＤＭ）が大規模な年であったこと、更に設備の改造工事、設備の解体撤去工事が増加したこと

などにより、売上高は１，２８５億５百万円と前期比７．３％の増収となりました。なお、当連結

会計年度の売上高に占める割合は３６．６％であります。

（ｃ）その他事業

　賃貸事業および不動産販売の増加などにより売上高は２０９億７０百万円と前期比１１．７％の

増収となりました。なお、当連結会計年度の売上高に占める割合は６.０％であります。
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　　②当期のキャッシュ・フローの状況について

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動

により１３４億８２百万円増加しましたが、有形固定資産の取得等の投資活動により３０億２９百

万円減少し、また短期借入金の返済等の財務活動により１１３億３百万円減少した結果、前連結会

計年度に比べ１０億５７百万円（△４．６％）減少し、当連結会計年度末には２２１億５３百万円

となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、１３４億８２百万円となりました。

　前連結会計年度との比較では、増収・増益に伴う経常利益は増加したものの、法人税等の支払額

が増加したこと等により９億７１百万円の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、３０億２９百万円となりました。

　前連結会計年度との比較では、有形固定資産の取得が減少したこと等により、資金の減少額は

１２億２９百万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、１１３億３百万円となりました。

　前連結会計年度との比較では、短期借入金の返済が減少したこと等により、資金の減少額は

１５億円の減少となりました。

　　自己資本比率 ：自己資本／総資産

　　時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産

　　債務償還年数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額

※いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

※有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を

　　対象とし、現預金残高を控除しております。

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

   使用しており、利息の支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を

   使用しております。

平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期

自己資本比率(%) 11.4 12.2 12.1 13.7

時価ベースの自己資本比率(%) 9.8 11.1 18.6 41.2

債務償還年数(年) 28.3 10.6 6.3 6.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 1.5 4.2 6.9 7.1
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　　③当期の利益配分について

     当期の利益配当金につきましては、１株につき３円とさせていただく予定であります。

（３）次期の見通し

　今後の経済情勢につきましては、堅調な輸出や企業収益改善に伴う設備投資に支えられ、緩やか

な回復が期待されますが、原油・原材料価格の急騰、円高およびデフレ傾向の継続が懸念されるな

ど、先行き予断を許さない状況が続くものと考えられます。

　お客様各業界では、堅調な輸出に支えられ、生産量は高水準で推移すると見込まれますが、原油

・原材料の価格高騰などによるコスト削減施策・合理化施策は今後も続くものと想定されるなど、

当社連結グループを取り巻く経営環境は楽観できないものと予想しています。

　かかる状況下、当社連結グループはお客様からの効率化・合理化要請に対して的確に応えるべく、

３ＰＬ（一括物流）、３ＰＭ（一括メンテナンス）などの専門性を生かした事業展開を進め、物流・

機工事業の拡大を図り、中国・東南アジア地域を中心に拠点ネットワークを強化するなど、事業の

拡大に向けた施策を推進してまいります。

　また、当社は、今期より３事業本部（ロジスティクス・ソリューション事業本部、ビジネス・

ソリューション事業本部、プラント・エンジニアリング事業本部）制への組織改正を行い、お客様

ニーズの変化に対しタイムリーかつ機動的に対応できる体制を構築するとともに、コスト競争力の

強化、間接経費の削減、有利子負債の圧縮など、企業収益力の向上と財務体質の強化を図ってまい

ります。

　その結果、次期の連結業績見通しにつきましては、売上高３，５２０億円、経常利益１１８億円、

当期純利益６０億円を予想しております。
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4. 連 結 財 務 諸 表

(1) 比 較 連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円、未満切捨）

前連結会計年度 当連結会計年度

金        額 構成比 金        額 構成比
(％) (％)

 （ 資 産 の 部 ）

Ⅰ  流  動  資  産

1. 現 金 及 び 預 金 23,153 22,170 △ 983
2. 受取手形及び作業未収入金 78,290 88,614 10,324
3. 有 価 証 券 188 9 △ 179
4. 未 成 作 業 支 出 金 17,714 15,813 △ 1,901
5. そ の 他 た な 卸 資 産 2,519 1,880 △ 639
6. 繰 延 税 金 資 産 1,602 1,604 2
7. そ の 他 5,206 5,033 △ 173
8. 貸 倒 引 当 金 △ 572 △ 603 △ 31

流 動 資 産 合 計 128,103 47.0 134,521 49.0 6,418

Ⅱ  固  定  資  産

1. 有 形 固 定 資 産

(1) 建 物 及 び 構 築 物 33,871 31,952 △ 1,919
(2) 機 械 装 置及 び運 搬具 7,591 8,308 717
(3) 土 地 49,445 47,502 △ 1,943
(4) 建 設 仮 勘 定 1,437 368 △ 1,069
(5) そ の 他 1,164 1,192 28

有 形 固 定 資 産 合 計 93,511 34.2 89,324 32.5 △ 4,187

2. 無 形 固 定 資 産

(1) 連 結 調 整 勘 定 - 114 114
(2) そ の 他 5,701 5,288 △ 413

5,701 2.1 5,402 2.0 △ 299
無 形 固 定 資 産 合 計

3. 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 17,650 18,219 569
(2) 繰 延 税 金 資 産 18,326 18,207 △ 119
(3) そ の 他 12,321 11,723 △ 598
(4) 貸 倒 引 当 金 △ 2,772 △ 2,628 144

投資その他の資産合計 45,526 16.7 45,521 16.5 △ 5

固 定 資 産 合 計 144,738 53.0 140,249 51.0 △ 4,489

資 産 合 計 272,842 100.0 274,771 100.0 1,929

金     額

増     減
科  目

(平成17年3月31日現在)(平成16年3月31日現在)
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（単位：百万円、未満切捨）

前連結会計年度 当連結会計年度

金        額 構成比 金        額 構成比
(％) (％)

 （ 負 債 の 部 ）

Ⅰ  流  動  負  債

1. 支 払手形及び作 業未 払金 46,919 52,710 5,791
2. 短 期 借 入 金 63,128 56,914 △ 6,214
3. 未 払 法 人 税 等 2,196 4,600 2,404
4. 未 成 作 業 受 入 金 5,748 5,615 △ 133
5. コ マーシャルペーパー 3,000 3,000 -
6. 完 成 工 事補 償引 当金 33 31 △ 2
7. そ の 他 14,253 14,665 412

流 動 負 債 合 計 135,279 49.6 137,536 50.0 2,257

Ⅱ  固  定  負  債

1. 長 期 借 入 金 47,750 43,397 △ 4,353
2. 繰 延 税 金 負 債 756 738 △ 18
3. 退 職 給 付 引 当 金 46,276 46,245 △ 31
4. 役 員 退 職慰 労引 当金 419 455 36
5. 再評価に係る繰延税金負債 7,150 6,542 △ 608
6. 連 結 調 整 勘 定 132 - △ 132
7. そ の 他 426 399 △ 27

固 定 負 債 合 計 102,913 37.7 97,778 35.6 △ 5,135

負 債 合 計 238,193 87.3 235,314 85.6 △ 2,879

 （ 少数株主持分 ）

少 数 株 主 持 分 1,519 0.6 1,944 0.7 425

 （ 資 本 の 部 ）

Ⅰ  資       本       金 18,318 6.7 18,318 6.7 -

Ⅱ  資  本  剰　余　金 1,635 0.6 1,636 0.6 1

Ⅲ  利　益　剰　余　金 16,565 6.1 20,310 7.4 3,745

Ⅳ  土地再評価差額金 △ 2,454 △ 0.9 △ 2,315 △ 0.8 139

Ⅴ  その他有価証券評価差額金 2,326 0.8 3,038 1.1 712

Ⅵ  為替換算調整勘定 △ 3,129 △ 1.1 △ 3,246 △ 1.2 △ 117

Ⅶ  自    己   株    式 △ 132 △ 0.1 △ 229 △ 0.1 △ 97

資 本 合 計 33,129 12.1 37,512 13.7 4,383

負債､少数株主持分及び資本合計 272,842 100.0 274,771 100.0 1,929

増     減

金     額

科  目
(平成17年3月31日現在)(平成16年3月31日現在)

－ 連 10 －



（２） 比 較 連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円、未満切捨）

金       額 百分比 金       額 百分比
(％) (％)

Ⅰ  売       上        高
1. 作 業 収 入 321,980 100.0 350,757 100.0 28,777

Ⅱ  売    上    原    価
1. 作 業 原 価 300,459 93.3 325,011 92.7 24,552

売 上 総 利 益 21,520 6.7 25,746 7.3 4,226

Ⅲ  販売費及び一般管理費

1. 人 件 費 7,369 7,306

2. 退 職 給 付 引 当 金繰 入額 343 280

3. 役員退職慰労引当金繰入額 73 115

4. 減 価 償 却 費 1,469 1,471

5. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 660 615

6．そ の 他 2,396 12,312 3.8 2,960 12,749 3.6 437

営 業 利 益 9,208 2.9 12,997 3.7 3,789

Ⅳ  営   業   外   収   益

1. 受 取 利 息 191 183

2. 受 取 配 当 金 357 298

3. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 153 140

4. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 93 57

5. そ の 他 558 1,354 0.4 536 1,215 0.4 △ 139

Ⅴ  営   業   外   費   用

1. 支 払 利 息 2,060 1,868

2. そ の 他 775 2,836 0.9 574 2,443 0.7 △ 393

経 常 利 益 7,726 2.4 11,769 3.4 4,043

Ⅵ  特     別     利     益
1. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 114 114 0.0 146 146 0.0 32

Ⅶ  特     別     損     失

1. 減 損 損 失 - 2,692

2. 固 定 資 産 売 廃 却 損 85 498

3. た な 卸 資 産 評 価 損 832 215

4. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 64 38

5. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 47 1,029 0.3 - 3,444 1.0 2,415

6,811 2.1 8,471 2.4 1,660

2,267 5,059

740 3,007 0.9 △ 987 4,072 1.1 1,065

135 0.1 230 0.1 95

3,668 1.1 4,167 1.2 499当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

増   減

金   額

科  目

前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成15年4月31日
至  平成16年3月31日

自  平成16年4月31日
至  平成17年3月31日

－ 連 11 －



（３）比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書
（単位：百万円、未満切捨）

前連結会計年度

（資本剰余金の部）

Ⅰ  資本剰余金期首残高 1,634 1,635 1

Ⅱ 資本剰余金増加高

１．自 己 株 式 処 分 差 益 0 0 0 0 0

Ⅲ  資本剰余金期末残高 1,635 1,636 1

（利益剰余金の部）

Ⅰ  利益剰余金期首残高 13,360 16,565 3,205

Ⅱ  利益剰余金増加高

1. 当 期 純 利 益 3,668 4,167

２．連 結 範 囲 変 更 に よ る
剰 余 金 増 加 高

Ⅲ  利益剰余金減少高

１. 支 払 配 当 金 420 420

２. 土 地 再 評 価 差 額 金
取 崩 に 伴 う 減 少 高

３. 役 員 賞 与 9 469 24 584 115
（ う ち 監 査 役 賞 与 ） （－） ( 0 )

Ⅳ  利益剰余金期末残高 16,565 20,310 3,745

654

39 138

6 3,674 160 4,328

増　  減

金　　額

科   目

当連結会計年度
自  平成 16年 4月 31日
至  平成 17年 3月 31日
金         額金         額

自  平成 15年 4月 31日
至  平成 16年 3月 31日

－ 連12 －



（４）比較連結キャッシュ･フロー計算書
（単位：百万円、未満切捨）

前連結会計年度 当連結会計年度

金             額 金             額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,811 8,471 1,660
2. 減 価 償 却 費 5,289 5,876 587
3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △ 93 △ 57 36
4. 貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 796 △ 471 △ 1,267
5. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 409 24 433
6. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 548 △ 482 66
7. 支 払 利 息 2,060 1,868 △ 192
8. 持 分 法 に よ る 投 資 損 ・ 益 （ △ ） △ 153 △ 140 13
9. 有 形 固 定 資 産 除 売 却 損 ・ 益 （ △ ） 85 498 413
10. 減 損 損 失 - 2,692 2,692
11. 有価証券 ・投資有価証券売却損・益（△ ） △ 114 △ 146 △ 32
12. 有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 評 価 損 64 38 △ 26
13. 売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 △ 5,528 △ 9,627 △ 4,099
14. 未 成 作 業 支 出 金 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 1,970 1,891 △ 79
15. そ の 他 た な卸資産 の減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 1,196 941 △ 255
16. 仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 2,086 5,798 3,712
17. 未 成 作 業 受 入 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 159 △ 128 △ 287
18. 役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 10 △ 25 △ 15
19. そ の 他 2,720 892 △ 1,828

小                      計 16,384 17,914 1,530
20. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 818 526 △ 292
21. 利 息 の 支 払 額 △ 2,088 △ 1,888 200
22. 法 人 税 等 の 支 払 額 △ 660 △ 3,071 △ 2,411

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,453 13,482 △ 971
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 109 △ 19 90
2. 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 71 114 43
3. 有価証券・投資有価証券の取得による支出 △ 1,074 △ 530 544
4. 有価証券・投資有価証券の売却による収入 966 950 △ 16
5. 連結範囲変更を伴う子会社株式取得による収入 - 3 3
6. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 4,046 △ 3,049 997
7. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 1,157 616 △ 541
8. 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,328 △ 1,212 116
9. 貸 付 に よ る 支 出 △ 195 △ 82 113
10. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 179 50 △ 129
11. そ の 他 122 128 6

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 4,258 △ 3,029 1,229
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短 期 借 入 に よ る 収 入 50,152 52,311 2,159
2. 短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 60,960 △ 58,495 2,465
3. 長 期 借 入 に よ る 収 入 10,852 5,832 △ 5,020
4. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 12,369 △ 10,387 1,982
5. コマーシャルペーパーの純増加・減少（△）額 - - -
6. 少 数 株 主 か ら の 払 込 に よ る 収 入 - - -
7. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 17 △ 97 △ 80
8. 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 2 1 △ 1
9. 親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △ 415 △ 416 △ 1
10. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 46 △ 53 △ 7

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 12,803 △ 11,303 1,500
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 228 △ 24 204
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 2,836 △ 876 1,960
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 26,090 23,210 △ 2,880
Ⅶ 連結範囲変更による現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 43 △ 181 △ 138
Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 23,210 22,153 △ 1,057

増　     減

金       額

区        分
自 平成15年4月31日
至 平成16年3月31日

自 平成16年4月31日
至 平成17年3月31日

－ 連13 －



５．連結財務諸表作成の基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数      ３７社

主要な会社の名称
(株)山九海陸

山協港運(株)

(株)スリーエス・サンキュウ

サンキュウエンジニアリング(株)

山九プラント工業(株)

(株)インフォセンス

Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.

P.T.Sankyu Indonesia International

Sankyu S/A

②非連結子会社
    中部海運（株）、他２６社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益および
 利益剰余金(持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、
 連結の範囲に含めておりません。

(２) 持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社
該当ありません。

②持分法を適用した関連会社数  5社
主要な会社の名称

          上海経貿山九儲運有限公司

③持分法を適用しない非連結子会社および関連会社のうち主要な会社等の名称
協和海運(株)
(株)沖永開発

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、連結純損益および連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ
  全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

(３) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連　結 　　 （新規） 山九クリアリングカンパニー㈱、山九中部サービス㈱、　　　
 　　　　　　　　　　　　Thai Barge Container Services Co.,Ltd.
　　　 　　　 （除外） 東亜鉄構㈱、㈱サンキュウ・トランスポート・岡山、㈱サンキュウ・トランスポート・広島　　　

(４) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、次の14社の事業年度の末日は12月31日であります。
Sankyu(Singapore)Pte.Ltd.
P.T.Sankyu Indonesia International
Sankyu S/A  他 海外連結子会社 11社

    また、(株)スリーエス・サンキュウの事業年度の末日は 2月28日（閏年 2月29日）であります。
    連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の決算財務諸表を使用しておりますが、連結
 決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行うこととしております。

(５)会計処理基準に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

  ａ．有価証券

      その他の有価証券
     ・時価のあるもの
    決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法により処理し、
    売却原価は移動平均法により算定)

     ・時価のないもの
    移動平均法による原価法

  ｂ．デリバティブ
       時価法

  ｃ．たな卸資産
    (a) 未成作業支出金
       個別法による原価法

    (b) その他たな卸資産
   ア．販売用不動産 個別法による原価法
   イ． 貯    蔵    品 主として先入先出法による原価法

－ 連14 －



②重要な減価償却資産の減価償却の方法
  ａ．有形固定資産
   建物は主として定額法、建物以外については主として定率法を採用しております。
   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建 物 及 び 構 築 物 15～50年
・機械装置及び運搬具 7～17年

  ｂ．無形固定資産
   定額法を採用しております。
   なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年）で償却しております。

③重要な引当金の計上基準
  ａ．貸倒引当金
  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

  ｂ．完成工事補償引当金
 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事に係る補償見積額を計上しております。

  c．退職給付引当金
 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の
  見込額に基づき計上しております。
 過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）による
　定額法により按分した額を費用処理しております。
 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
  一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

  ｄ．役員退職慰労引当金
 役員および執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

   ④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。
  なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における
為替換算調整勘定に含めております。

   ⑤重要なリース取引の処理方法
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

   ⑥重要なヘッジ会計の方法
  ａ．ヘッジ会計の方法
   繰延ヘッジ処理によっております。

  ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象
  ・ヘッジ手段…金利スワップ取引 
  ・ヘッジ対象…借入金

  ｃ．ヘッジ方針
   当社の内部管理基準である「金利スワップ実行管理基準」に基づき金利変動リスクをヘッジしております。

  ｄ．ヘッジ有効性評価の方法
   比率分析によっております。

   ⑦その他連結財務諸表作成のための重要な事項
  消費税等の会計処理の方法
　 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(６)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金
  可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

－ 連15 －



６．注 　記　 事　 項 

（連結貸借対照表）

前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成１５年４月　１日 自  平成１６年４月３１日
至  平成１６年３月３１日 至  平成１７年３月３１日

  1.有形固定資産の減価償却累計額 100,700 百万円   1.有形固定資産の減価償却累計額 101,965 百万円

  2.非連結子会社および関連会社に対する株式ならびに出資金の額   2.非連結子会社および関連会社に対する株式ならびに出資金の額
投  資  有  価  証  券  （株  式） 1,330 百万円 投  資  有  価  証  券  （株  式） 991 百万円
投資その他の資産の｢その他｣(出資金） 1,334 百万円 投資その他の資産の｢その他｣(出資金） 1,489 百万円

  3.担　　　保　　　資　　　産   3.担　　　保　　　資　　　産
(財団抵当) 有  形  固  定  資  産 38,845 百万円 (財団抵当) 有  形  固  定  資  産 37,321 百万円
(個別担保) 有  形  固  定  資  産  他 21,948 百万円 (個別担保) 有  形  固  定  資  産  他 15,106 百万円

  4.保      証      債      務 6,189 百万円   4.保      証      債      務 5,611 百万円

  5.受　取　手　形　割　引　高 102 百万円   5.受　取　手　形　割　引　高 100 百万円

  6.発　行　済　株　式　総　数 281,536 千株   6.発　行　済　株　式　総　数 281,195 千株

  7.自己株式の保有数   7.自己株式の保有数
連結会社、持分法を適用した非連結子会社および関連会社が 連結会社、持分法を適用した非連結子会社および関連会社が
保有する自己株式の数は、普通株式 1,311千株であります。 保有する自己株式の数は、普通株式 1,653千株であります。

  8.土地の再評価   8.土地の再評価
提出会社であります当社は、「土地の再評価に関する法律」 提出会社であります当社は、「土地の再評価に関する法律」
（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地 （平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に 税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に
計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本 計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本
の部に計上しております。 の部に計上しております。

（追加情報）
土地の再評価差額に係る税金相当額につきましては、再評価
額の総額が再評価直前の帳簿価額の総額を上回っていたため
負債の部に計上しておりましたが、日本公認会計士協会　監査
委員会報告第70号　「その他有価証券の評価差額及び固定資
産の減損損失に係る税効果会計の適用における監査上の取扱
い」　が平成16年2月17日に改正され、固定資産の再評価に伴う
繰延税金資産の取扱いが明確になったことを契機に、マイナス
の評価差額に係る繰延税金資産の回収可能性を個別に検討
した結果、その回収スケジュールがたたないため回収可能性が
ないものと考えられる5,248百万円について、「土地再評価差額
金」を減額しております。
この結果、資本の部の「土地再評価差額金」が5,248百万円減少
し、負債の部の「再評価に係る繰延税金負債」が同額増加してお
ります。

　・再評価の方法・・・土地の再評価に関する法律施行令 　・再評価の方法・・・土地の再評価に関する法律施行令
　　（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第４号に 　　（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第４号に
　 定める「地価税法」第16条に規定する地価税の課税価格の 　 定める「地価税法」第16条に規定する地価税の課税価格の
   計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官    計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官
   が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を    が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を
   行って算出しております。    行って算出しております。
　・再評価を行った日                            平成14年3月31日 　・再評価を行った日                            平成14年3月31日
　・再評価を行った土地の当期末における 　・再評価を行った土地の当期末における
　　時価と再評価後の帳簿価額との差額 　　　　△5,527百万円 　　時価と再評価後の帳簿価額との差額 　　　　△7,230百万円

  9.借入コミットメントライン   9.借入コミットメントライン
提出会社であります当社は、資金調達力の強化および有利子 提出会社であります当社は、資金調達力の強化および有利子
負債圧縮を目的に、総額35,000百万円のコミットメントライン 負債圧縮を目的に、総額35,000百万円のコミットメントライン
契約（主幹事銀行　株式会社みずほコーポレート銀行他参加 契約（主幹事銀行　株式会社みずほコーポレート銀行他参加
銀行13行）を締結しております。 銀行12行）を締結しております。
当連結会計年度末における借入実行残高は、17,150百万円 当連結会計年度末における借入実行残高は、12,250百万円
であります。 であります。
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（連結損益計算書）
前連結会計年度 当連結会計年度
自  平成１５年４月　１日 自  平成１６年４月３１日
至  平成１６年３月３１日 至  平成１７年３月３１日

   1.特別損失    1.特別損失
  (1)固定資産売廃却損は、土地および建物の売廃却損であります。   (1)固定資産売廃却損は、土地および建物の売廃却損であります。

  (2)たな卸資産評価損は、販売用不動産の評価損であります。   (2)たな卸資産評価損は、販売用不動産の評価損であります。

  (3)減損損失
　当社グループは、事業用資産については管理会計上
での最小単位である収益管理単位で、遊休資産につい
ては個別物件単位でグルーピングしております。
　このうち、当社グループ内の福利厚生施策の見直し等
により遊休となった資産で、将来の用途が定まっていな
い資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失（2,692百万円）として、特別損失に計上
しております。

※地域ごとの主な内訳 (単位：百万円）
　地　域 　主な用途 　　種　類　別 合計金額

 建  物 －
　東　北  土  地 13 13

 その他 －
 建  物 450

　関　東  土  地 515 990
 その他 24
 建  物 －

　近　畿    遊 休 資 産  土  地 310 310
 その他 －
 建  物 30

  中  国   土  地 47 78
 その他 0
 建  物 4

  九  州  土  地 1,294 1,298
 その他 －
 建  物 485

計  土  地 2,181 2,692
 その他 25

　なお、当該資産の回収可能価額は、帳簿価額に重要
性のある土地・建物については不動産鑑定評価基準に
基づいた評価基準とし、それ以外の土地については路
線価による相続税評価額、固定資産税評価額を基準
としております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度 当連結会計年度
自  平成１５年４月　１日 自  平成１６年４月３１日

至  平成１６年３月３１日 至  平成１７年３月３１日

   1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記    1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
     されている科目の金額と関係      されている科目の金額と関係

23,153 百万円 22,170 百万円
△ 131 △ 27

188 9

23,210 百万円 22,153 百万円

取得日から3ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券)

現 金 及 び 現 金 同 等 物

取得日から3ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券)

現 金 及 び 現 金 同 等 物

現 金 及 び 預 金 勘 定 現 金 及 び 預 金 勘 定

預入期間が3ｹ月を超える定期預金 預入期間が3ｹ月を超える定期預金
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７．税効果会計関係

前連結会計年度 当連結会計年度
自  平成１５年４月３１日 自  平成１６年４月３１日
至  平成１６年３月３１日 至  平成１７年３月３１日

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

18,002 百万円 18,423 百万円

926 1,028

893 880

866 760

562 596

364 520

167 421

487 417

22,272 百万円 395

△ 1,267 23,445 百万円

21,004 百万円 △ 1,612

21,832 百万円

繰延税金負債 繰延税金負債

△ 1,597 百万円 △ 2,082 百万円

△ 234 △ 544

△ 1,832 百万円 △ 138

△ 2,765 百万円

19,172 百万円 19,067 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の｢法人税、住民税及び ２．法定実効税率と税効果会計適用後の｢法人税、住民税及び

 事業税｣の負担率との差異原因  事業税｣の負担率との差異原因

法定実効税率 42.0 ％ 法定実効税率 40.5 ％

(調整) (調整)

5.9 4.3

3.3 2.7

△ 2.8 2.6

△ 1.9 △ 0.5

△ 2.3 △ 1.5

44.2 ％ 48.1 ％

８．リース取引関係

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

全面時価評価法適用による評価差額

住 民 税 及 び 事 業 税 」 の 負 担 率

設 備 投 資 税 額 控 除

そ の 他

税 効 果 会 計 適 用 後 の ｢ 法 人 税 、

設 備 投 資 税 額 控 除

そ の 他

税 効 果 会 計 適 用 後 の ｢ 法 人 税 、

交際費等永久に損金に算入されない項目

そ の 他繰 延 税 金 負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債 合 計

住 民 税 均 等 割 額

連結子会社欠損金等税効果未認識額

住 民 税 及 び 事 業 税 」 の 負 担 率

退 職 給 付 引 当 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額

繰 越 欠 損 金

そ の 他

た な 卸 資 産 評 価 損

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

有 価 証 券 評 価 損

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額

た な 卸 資 産 評 価 損

賞 与 引 当 金

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 減 損 損 失

繰 延 税 金 資 産 小 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他

繰延税金資産の純額

評 価 性 引 当 額

繰 延 税 金 資 産 合 計

未 払 事 業 税

固 定 資 産 減 損 損 失

住 民 税 均 等 割 額

繰延税金資産の純額

繰 延 税 金 資 産 小 計

評 価 性 引 当 額

繰 延 税 金 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

交際費等永久に損金に算入されない項目
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９．セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

　　前連結会計年度（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日)
（単位：百万円、未満切捨）

物　流 機　工 その他 消去又は
事　業 事　業 事　業 全　　社

Ⅰ 売上高及び営業損益
売    上     高
(1) 183,434 119,774 18,770 321,980 - 321,980
(2) 51,019 6,014 5,075 62,110 △ 62,110 -

計 234,454 125,789 23,846 384,090 △ 62,110 321,980
営  業  費  用 228,311 122,924 23,887 375,123 △ 62,351 312,772
営  業  利  益 6,142 2,864 △ 40 8,966 241 9,208
Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
資              産 122,489 75,510 23,035 221,035 51,807 272,842
減 価 償 却 費 3,738 1,319 231 5,289 - 5,289
資 本 的 支 出 3,167 1,251 94 4,513 - 4,513
(注) 

2.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、52,685百万円であります。
          その主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金（投資有価証券）および
         管理部門に係る資産等であります。

当連結会計年度（自平成16年4月1日　至平成17年3月31日)
（単位：百万円、未満切捨）

物　流 機　工 その他 消去又は
事　業 事　業 事　業 全　　社

Ⅰ 売上高及び営業損益
売    上     高
(1) 201,281 128,505 20,970 350,757 - 350,757
(2) 43,623 12,200 3,110 58,934 △ 58,934 -

計 244,904 140,706 24,081 409,692 △ 58,934 350,757
営  業  費  用 236,598 135,978 24,343 396,919 △ 59,159 337,760
営  業  利  益 8,306 4,727 △ 261 12,772 224 12,997
Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
資              産 128,548 76,551 18,825 223,924 50,846 274,771
減 価 償 却 費 3,818 1,387 670 5,876 - 5,876
資 本 的 支 出 3,315 923 213 4,451 - 4,451
(注) 

2.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、51,556百万円であります。
          その主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金（投資有価証券）および
         管理部門に係る資産等であります。

２．所在地別セグメント情報

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90%を超え
ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海  外  売  上  高

海外売上高が連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

計 連結

1.事業種別は、内部管理上採用している区分によります。

計 連結

1.事業種別は、内部管理上採用している区分によります。

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高
セグメント間の内部売上高又は振替高

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高
セグメント間の内部売上高又は振替高
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１０．有 価 証 券 関 係

 Ⅰ 前連結会計年度（平成16年3月31日現在）

有 価 証 券 の 時 価 等

1．その他有価証券で時価のあるもの(平成16年3月31日)
(単位：百万円)

区        分 取   得   原   価 連結貸借対照表計上額 差         額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
① 株       式 4,888 8,843 3,955
② 債       券 - - -
③ そ  の  他 67 98 31
小         計 4,955 8,942 3,986

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
① 株       式 302 265 △      37
② 債       券 199 198 △       1
③ そ  の  他 57 56 △           0
小         計 558 520 △      38
合         計 5,514 9,463 3,948

2.当該事業年度中に売却したその他有価証券

3.時価評価されていない有価証券

その他有価証券 (単位：百万円)

区   分 連結貸借対照表計上額
        ① MMF、中国ファンド等 188        
        ② 非上場株式(店頭売買株式を除く) 4,855        
        ③ 優先出資証券 2,000        
        ④ 社　　債 1        

4.その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

 Ⅱ 当連結会計年度（平成17年3月31日現在）

有 価 証 券 の 時 価 等

1．その他有価証券で時価のあるもの(平成17年3月31日)
(単位：百万円)

区        分 取   得   原   価 連結貸借対照表計上額 差         額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
① 株       式 5,386 10,504 5,117
② 債       券 199 200 1
③ そ  の  他 167 199 31
小         計 5,752 10,903 5,150

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
① 株       式 8 7 △      1
② 債       券 100 97 △      3
③ そ  の  他 － － －
小         計 109 105 △      4
合         計 5,862 11,008 5,146

(単位:百万円)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

961 114 1

(単位：百万円)
区分 1年以内 1年超 5年以内 5年超 10年以内 10年超

 ① 債  券

　　　社　　　　　債 － 1 － －
　　　そ　　の　　他 － 198 56 －
 ② そ  の  他 － － － －
合      計 － 199 56 －
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2.当該事業年度中に売却したその他有価証券

3.時価評価されていない有価証券

その他有価証券 (単位：百万円)

区   分 連結貸借対照表計上額
        ① MMF、中国ファンド等 9        
        ② 非上場株式(店頭売買株式を除く) 4,218        
        ③ 優先出資証券 2,000        
        ④ 社　　債 1        

4.その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

１１．デリバティブ取引関係

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

(単位:百万円)
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

825 146 △0

(単位：百万円)
区分 1年以内 1年超 5年以内 5年超 10年以内 10年超

 ① 債  券
　　　社　　　　　債 － 98 － －
　　　そ　　の　　他 － 200 － －
 ② そ  の  他 － － 100 －
合      計 － 298 100 －

－ 連21 －



１２．退職給付に関する事項

前連結会計年度 当連結会計年度

自  平成１５年４月３１日 自  平成１６年４月３１日
至  平成１６年３月３１日 至  平成１７年３月３１日

 １．採用している退職給付制度の概要  １．採用している退職給付制度の概要
　　 　当社および連結子会社は、退職金規程に基づく社内 　　 　当社および連結子会社は、退職金規程に基づく社内
積立金の退職一時金制度のほか、確定給付企業年金 積立金の退職一時金制度のほか、確定給付企業年金
（規約型企業年金）に加入しております。 （規約型企業年金）に加入しております。
　なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う 　なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う
場合があります。 場合があります。
　また、一部の連結子会社においては退職給付信託を 　また、一部の連結子会社においては退職給付信託を
設定しております。 設定しております。

 ２．退職給付債務に関する事項（平成16年 3月31日現在）  ２．退職給付債務に関する事項（平成17年 3月31日現在）
(1)退職給付債務 △ 59,941 百万円 (1)退職給付債務 △ 59,414 百万円
(2)年金資産（退職給付信託を含む） 7,690 (2)年金資産（退職給付信託を含む） 8,043
(3)小計　(1) ＋ (2) △ 52,251 百万円 (3)小計　(1) ＋ (2) △ 51,370 百万円
(4)数理計算上の差異の未処理額 8,577 (4)数理計算上の差異の未処理額 7,494
(5)過去勤務債務の未処理額 △ 2,603 (5)過去勤務債務の未処理額 △ 2,369
(6)退職給付引当金　(3)＋(4)＋（5） △ 46,276 百万円 (6)退職給付引当金　(3)＋(4)＋（5） △ 46,245 百万円
（注）1.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、 （注）1.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、
  　　簡便法を採用しております。   　　簡便法を採用しております。
 2. 当期において退職金制度の変更が行われたことに  2. 当期において退職金制度の変更が行われたことに
    より、過去勤務債務（債務の減額）が発生しております。       より、過去勤務債務（債務の減額）が発生しております。

 ３．退職給付費用に関する事項  ３．退職給付費用に関する事項
　（自平成15年 4月 1日　　至平成16年 3月31日） 　（自平成16年 4月 1日　　至平成17年 3月31日）
(1)勤務費用 百万円 (1)勤務費用 百万円
(2)利息費用 (2)利息費用
(3)期待運用収益 － (3)期待運用収益 －
(4)数理計算上の差異の費用処理額 899 (４)数理計算上の差異の費用処理額 822
(5)過去勤務債務の費用処理額 △ 147 (5)過去勤務債務の費用処理額 △ 233
(6)小計(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 百万円 (6)小計(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 百万円
(7)割増退職金等 (7)割増退職金等
(8)退職給付費用　(6) ＋ (7) 百万円 (8)退職給付費用　(6) ＋ (7) 百万円
（注）1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、 （注）1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、
　　　(1)勤務費用に含めております。 　　　(1)勤務費用に含めております。
 2.過去勤務費用処理額については、過去勤務債務に  2.過去勤務費用処理額については、過去勤務債務に
  係る減額費用処理額であります。   係る減額費用処理額であります。

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項  ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
(1)割引率 1.9% (1)割引率 1.9%
(2)期待運用収益率 0.0% (2)期待運用収益率 0.0%
(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 (3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
(4)過去勤務債務の額の処理年数 12年 (4)過去勤務債務の額の処理年数 12年
(5)数理計算上の差異の処理年数 12年 (5)数理計算上の差異の処理年数 12年

5,2595,246
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－ 連22 －
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